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2022年11月９日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 赤 坂 四 丁 目 ２ 番 ６ 号

株式会社メディア工房
代表取締役社長 長 沢 一 男

第25回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第25回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ

ます。

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年11月24日（木曜日）午後７時までに

到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2022年11月25日（金曜日）午前10時

（受付開始は午前９時半を予定しております。）

２．場 所 東京都港区赤坂二丁目５番６号

山王健保会館 ２階 会議室
（開催場所が昨年と異なっております。末尾の「株主総会会場ご案内図」をご

参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第25期（2021年９月１日から2022年８月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監

査結果報告の件

２．第25期（2021年９月１日から2022年８月31日まで）計算書類報

告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款の一部変更の件

第３号議案 会計監査人選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.mkb.ne.jp）に掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染症対策に関して

１．新型コロナウイルス感染防止を目的とした非来場願い

本年の株主総会においては、新型コロナウイルス感染予防の観点から、議決権行

使書による事前の議決権行使をご選択いただき、株主総会当日のご来場はお控え

くださいますようお願い申しあげます。なお、本年の株主総会においては、お土

産、総会後の懇親会等のご用意はございません。

２．議決権の行使について

(1) 議決権行使については、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示い

ただき、2022年11月24日（木曜日）午後７時までに到着するようご返送ください

ますようお願い申しあげます。

(2) 本総会の議案は、下記の３議案です。

・剰余金の処分の件

・定款の一部変更の件

・会計監査人選任の件

３．会場での対策等について

(1) 当日は、感染予防のため、座席の間隔をひろげ、アクリル板等を設置することか

ら、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。そのため、ご来場いた

だいても入場をお断りする場合がございますので、あらかじめご了承ください。

(2) 会場では、受付時に、検温をさせていただき、発熱があると認められる方、咳等

の症状がある方又は体調不良と思われる方は、ご入場をお断りさせていただきま

す。

(3) ご来場の場合は、マスクのご着用などご自身及び周囲への感染予防の配慮をお願

いいたします。なお、マスクのご着用については必須とさせていただき、ご着用

いただけない方については、ご入場をお断りさせていただきます。

４．出席役員及び事務局人員の対策等について

(1) 出席役員及び事務局人員は、感染予防の為、マスク又はフェイスガードを着用し

ております。
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(2) 出席役員及び事務局人員は、ワクチンの接種を完了するとともに、事前に抗原検

査を受けて新型コロナウイルス感染症に感染していないことを確認し、万全を期

して本年の総会に臨みますが、抗原検査は、新型コロナウイルス感染症に感染し

ていないことを完全に確証できるものではありません。

５．議事の進行及び出席役員について

(1) 感染予防のため議事の時間を短縮する観点から、報告事項及び議案の詳細な説明

は省略させていただきます。

(2) 同上の観点より、ご質問についてはお一人１回２問までとさせていただきます。

な お、 当 社 事 業 に 関 す る ご 質 問 等 に つ い て は、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.mkb.ne.jp）にてお受けさせていただいております。ぜひご活用く

ださい。

(3) 当日の出席役員は、事業継続の確保の為、運営上最低限度に限らせていただきま

す。出席予定の役員は、以下の通りです。

・社内取締役：長沢一男、酒井康弘、長沢和宙

・社外取締役：宮入康夫

・社外監査役：井上哲男

６．その他

本年の株主総会の開催に関し、変更が生じた場合は、当社ウェブサイト

（https://www.mkb.ne.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（ 2021年９月１日から
2022年８月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、一時は新たな生活様式への適応やワク

チンの幅広い普及に伴い、新型コロナウイルスの感染者数が抑制されたことで、

活動制限が緩和され、消費活動が徐々に正常化に向かっておりましたが、新型コ

ロナウイルス変異株の出現と流行や、ウクライナ・ロシア間をはじめとする地政

学的リスクの急激な高まりとこれらに伴うインフレや円安の加速により、世界的

に先行きが不透明な状況が継続しております。

このような情勢の中、当社グループは、収益の主軸であるデジタルコンテンツ

事業の収益拡大を図るとともに、新たな収益軸の構築のため、SNS事業の推進に注

力してまいりました。SNS事業においては、新規サービスの開発やインドアゴルフ

店舗の開設により、投資が先行いたしましたが、デジタルコンテンツ事業及びOne

to One事業の収益増に加え、前連結会計年度において、不採算事業からの撤退並

びにXR事業（旧セグメント名称：XR/SNS事業）に係る資産の減損損失計上を行っ

たことにより、当連結会計年度における償却費負担等が大幅に軽減され、前年同

期比増収増益となりました。

なお、当連結会計年度において、ソフトウェアの内容を精査し、SNS事業におけ

るソーシャルプラットフォームのうち、BtoB向けにサービスを提供しているソフ

トウェアについて、当初計画と収益性に大幅に乖離があることから減損処理を行

いました。これにより特別損失31百万円を計上しております。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高2,203百万円

(前年同期比14.2％増)、営業利益193百万円(前年同期比307.0％増)、経常利益181

百万円(前年同期比368.2％増)、親会社株主に帰属する当期純利益153百万円(前年

同期比2,040.3％増)となりました。

セグメントごとの取組み内容及び経営成績は、以下のとおりであります。なお、

当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更して

おります。そのため、当連結会計年度の比較・分析は、変更後の区分に基づいて

おります。
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ⅰ デジタルコンテンツ事業

デジタルコンテンツ事業においては、自社Webサイト、ISP（注１）、各移動体

通信事業者及びApple や Google 等のプラットフォーム向けに占い鑑定や女性

に向けた記事コンテンツを企画・制作・配信する、１対N向けのサービスを行っ

ております。当連結会計年度においては、ISP各社における占いコンテンツの配

信縮小方針の決定を受け、一部配信プラットフォームにおいては減収減益とな

りました。しかし、複数本の新規コンテンツが中規模ヒットした他、前連結会

計年度におけるヒットコンテンツを中心に、運用体制強化と効率化の徹底が奏

功し、従前と比較してコンテンツライフが長期化したことで、携帯キャリア向

けコンテンツを中心に売上高及び利益が前年同期比で増加いたしました。

以上の結果、当連結会計年度におけるデジタルコンテンツ事業の売上高は

1,378百万円(前年同期比18.1％増)、営業利益は541百万円(前年同期比39.2％

増)となりました。

ⅱ One to One 事業

One to One 事業においては、ユーザーと占い師をはじめとするキャストを電

話等で直接結び付ける、双方向のやり取りを特徴とした１対１向けのサービス

を行っており、サービスの内容は「占い」と「非占い」の二つに分類されてお

ります。当連結会計年度においては、占いサービスが安定的に収益を伸ばした

他、非占いサービスにおいても単月黒字を達成し、徐々に収益を伸ばしており

ます。

なお、営業利益が前年同期比で大幅に増加しておりますが、これは、広告宣

伝時期の見直しにより一時的に広告費を抑制したことによるものです。新規ユ

ーザーの獲得においては広告は必要不可欠であるため、広告宣伝費については

来期以降は増加する見込みであります。

以上の結果、当連結会計年度におけるOne to One 事業の売上高は812百万円

(前年同期比11.5％増)、営業利益は119百万円(前年同期比33.6％増)となりまし

た。

ⅲ XR 事業

XR 事業においては、自社独自開発のリアルタイム実写立体動画撮影技術

「SUPERTRACK」を活用した撮影サービス、コンテンツ制作の受託の他、他企業と

のIPアライアンス等を推進しております。当連結会計年度においては、受託案

件の獲得に至らず営業損失を計上しております。
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以上の結果、当連結会計年度におけるXR事業の売上高は０百万円(前年同期は

売上高０百万円)、営業損失は13百万円(前年同期は営業損失66百万円)となりま

した。

ⅳ SNS 事業

SNS 事業においては、ソーシャルプラットフォームの運営及びサービス企画

を行っております。当連結会計年度においては、新規SNS２本の開発とリリース

を予定しておりましたが、サービス品質向上のため、開発内容及びリリース時

期を見直した結果、新規SNSについてはフォトグラメトリー技術による仮想共同

空間を搭載した団体性マッチングアプリ「OneRoof」１本を開発しリリースいた

しました。また、株式会社LoungeRange（本社：東京都品川区 代表取締役：古

川 真一）との間でフランチャイズ契約を締結し、2023年８月期に開発を予定す

るゴルフ関連SNSサービスとの連携に向けて、会員制インドアゴルフの店舗を開

設しております。

新規SNSのリリース時期を延期したことから、当連結会計年度における売上

は、BtoB向けに提供するソーシャルプラットフォームのシステム利用料のみと

なっております。また、利益面については、前年同期比で営業損失が拡大して

おりますが、これは、主として、サービス開発費及びフランチャイズ店舗の設

営費等が発生したことによるものであり、いずれも先行投資として、2023年８

月期以降に収益貢献する見込みです。

なお、SNS 事業で開発・運営するソーシャルプラットフォームは、ブラウザ

版及びアプリ版（開発中）があり、更にブラウザ版においてはBtoB向けに提供

することを目的としたものと自社サービスでの利用を目的とするもの（継続開

発中）がありますが、BtoB向けに提供するソーシャルプラットフォームについ

ては、当初計画と収益性に大幅に乖離があることから当連結会計年度において

減損処理を行い、特別損失31百万円を計上しております。今後、BtoB向けに提

供するソーシャルプラットフォームについてはサービスの提供及び運営を停止

する予定です。

以上の結果、当連結会計年度におけるSNS事業の売上高は８百万円(前年同期

比59.1％減)、営業損失は144百万円(前年同期は営業損失25百万円)となりまし

た。
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ⅴ その他

当社グループは、2020年８月期から2021年８月期にかけて、事業の選択と集

中のため、ゲームコンテンツ事業及びインバウンド・アウトバウンド事業から

撤退しておりますが、一部については取引等を継続しております。当連結会計

年度において発生したこれらの撤退事業に関連する取引等の売上については、

一括して「その他」セグメントとして区分し、計上しております。

以上の結果、当連結会計年度におけるその他の売上高は４百万円(前年同期比

62.6％減)、営業損失は８百万円(前年同期は営業損失46百万円)となりました。

（注）１．ISP：Internet Service Provider 電気通信事業者

２．文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において判断したものであります。

（セグメント別売上高）

事 業 区 分 売 上 高（千円） 構 成 比（％）

デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ 事 業 1,378,161 62.5

One to One 事 業 812,016 36.9

XR 事 業 24 －

SNS 事 業 8,961 0.4

そ の 他 4,378 0.2

合 計 2,203,542 100.0

② 設備投資の状況

当連結会計年度において実施しました当社グループの設備投資の総額は73,890

千円であり、事業の種類別セグメントの主な設備投資については次のとおりであ

ります。

(1) デジタルコンテンツ事業

検証用スマートフォンの取得に101千円の投資を実施しております。

(2) One to One事業

ソフトウェアの取得等に22,359千円の投資を実施しております。

(3) SNS事業

店舗造作工事及び什器の取得に33,174千円の投資を実施しております。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度末現在の借入金の残高は1,410,642千円となっております。
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(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第 22 期

(2019年８月期)
第 23 期

(2020年８月期)
第 24 期

(2021年８月期)

第 25 期
(当連結会計年度)
(2022年８月期)

売 上 高 (千円) 1,943,617 1,798,549 1,929,357 2,203,542

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

(千円) 22,552 △149,471 7,185 153,803

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 2.23 △14.83 0.71 15.26

総 資 産 (千円) 3,087,321 3,228,215 3,119,784 3,006,101

純 資 産 (千円) 1,348,019 1,189,856 1,200,972 1,355,426

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 133.43 118.05 119.16 134.48

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均株式数（自己株式数を控
除した株式数）により算出しております。１株当たり純資産額は、期末発行済株式数（自己株
式数を控除した株式数）により算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第 22 期

(2019年８月期)
第 23 期

(2020年８月期)
第 24 期

(2021年８月期)

第 25 期
(当事業年度)

(2022年８月期)

売 上 高 (千円) 1,665,772 1,681,653 1,851,523 2,137,408

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 1,751 △217,126 △10,764 138,186

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 0.17 △21.54 △1.07 13.71

総 資 産 (千円) 3,120,656 3,209,316 3,073,964 2,949,994

純 資 産 (千円) 1,397,306 1,180,180 1,169,415 1,307,602

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 138.64 117.09 116.03 129.74

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均株式数（自己株式数を控
除した株式数）により算出しております。１株当たり純資産額は、期末発行済株式数（自己株
式数を控除した株式数）により算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 所在地 資本金
議決権

比 率
主要な事業内容

株 式 会 社

ギフトカムジャパン

東京都

港区
58,000千円 100％

One to One事業

その他

株 式 会 社

ミ ッ ク ス ベ ー ス

東京都

港区
99,500千円 100％

Webコミュニケーションシステム

を活用した新規サービスの企画

制作

株 式 会 社 X square
東京都

港区
35,000千円 100％ SNS事業

日本和心醫藥有限公司 香港 3,479千人民元 100％

越境EC及び医療ツーリズムを中

心とするインバウンド・アウト

バウンド事業（注）

（注）越境eコマース及び医療ツーリズム事業を中心とするインバウンド・アウトバウンド事業につい
ては、事業環境回復時期の見込みがたたず、事業成長の見込みが厳しいことから、2021年８月
期をもって撤退し、現在は事業を行っておりません。

③ その他重要な企業結合の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

現在の当社グループの事業は、継続的成長を志向し企業価値の最大化を目指す

うえで、以下の事項を重要な経営課題として考えております。

① コンテンツユーザーの維持・拡大

当社グループは、デジタルコンテンツの利用料金が収入の大半を占めているこ

とから、コンテンツユーザーの維持・拡大が、成長戦略上重要となってまいりま

す。2022年８月期においては、ISPを主として、プラットフォーマーによる占い

コンテンツの配信縮小・停止が生じておりますため、当社グループでは、自社に

よる配信の強化、決済手段の多様化等によるユーザビリティの向上の他、データ

ベースを活用したコンテンツマーケティングを推進し、より効率的かつ有効なプ

ロモーション活動を展開することにより、コンテンツユーザーの維持・拡大に努

めております。
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② 海外進出と配信網の拡大

当社グループは、各事業の海外展開推進が重要な経営課題であると考えており

ます。当社では、Apple、Googleをはじめとする、全世界向けプラットフォーム

への積極的なコンテンツの配信の他、各国の現地企業との提携等により、市場環

境等及び顧客ニーズに関する情報を日々取得し、事業にすばやく反映することで

これに対応してまいります。

③ プラットフォーム依拠からの脱出・自社配信の強化

本招集通知発送日現在における当社グループの収益は、主に「占い」に関する

デジタルコンテンツ、電話・チャットによるサービスの提供によるものでありま

す。これらのサービスは主にISP、キャリア、Apple及びGoogleなどの大手プラッ

トフォーマーを通じて配信・提供されており、プラットフォーマーの方針が収益

に大きく影響いたします。「② 海外進出と配信網の拡大」をはじめ、現時点にお

いてプラットフォーマーの存在が、デジタルコンテンツビジネスにおいて不可欠

であることは確かであるものの、収益に対する割合が特定のプラットフォームに

偏ることは事業上の大きなリスクとなります。これに対し当社グループは、自社

独自の配信網の拡大及び各配信網における収益拡大により、徐々にプラットフォ

ームに依拠しない収益体制となるよう、その構築に努めてまいります。

④ コンテンツのジャンル拡大・新規事業への参入

当社グループは、占いを中心とする各種のデジタルコンテンツの制作及び配信

に引き続き注力してまいりますが、新しいジャンルへの参入による業容拡大が当

社グループの収益維持・拡大において重要であると考えております。これに対し

当社グループは、新規事業としてXR事業及びSNS事業を推進しており、体験型・

参加型エンターテインメントへの積極的な進出を図っております。今後も顧客ニ

ーズの変化に的確に対応することで、より幅広い顧客層を獲得してまいります。

⑤ システムの安定的な稼働

当社グループの主なサービスはウェブ上で運営されていることから、ユーザー

に安心してサービスを利用してもらうために、各種システムを安定的に稼働さ

せ、問題が発生した場合には迅速にこれを解決する必要があります。当社グルー

プは、システムを安定的に稼働させるため、社内人員や信頼の置ける業務委託先

の確保及びサーバ機器等の必要機材・設備の拡充に努めてまいります。

⑥ デバイスの多様化への対応

当社グループの各事業は、デジタルコンテンツを主力としており、様々なデバ

イスに対応したアプリケーションの開発やコンテンツ配信サービスの拡充が、業
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容拡大を図るうえで重要になると考えております。当社グループでは、デバイス

の特性や利用シーンに応じたサービスの開発・提供の積極的な推進に努めてまい

ります。

⑦ マーケティングデータの収集と活用

デジタルコンテンツの配信ビジネスにおいては、コンテンツユーザーから得ら

れるデータの活用が重要であると考えております。当社グループでは、マーケテ

ィングシステムを積極的に活用する他、2023年８月期においては自社システムの

開発を予定しており、収集・分析したデータを新たな事業へ展開することで事業

の拡大に努めてまいりたいと考えております。

⑧ 人材の確保と育成

業容の拡大においては、優秀な人材の確保と育成が必要であると考えておりま

す。これに対し当社では、管理職者の育成・人材の獲得・既存社員の離職防止を

目的として、職位の見直しや研修制度の導入を図る他、個々人の多様な働き方を

推進するべく、出社時刻の一部自由化等について検討し、導入に向けたトライア

ルを開始しております。また、当社では、新型コロナウイルス感染症の流行を契

機に、職務内容等を勘案の上、可能な職種において、リモートによる自宅勤務に

ついても導入しております。今後も社内教育及び社内環境の整備と充実を図るこ

とにより、優秀な人材を確保し、個々の能力向上に努めてまいります。

⑨ 組織の機動性の確保

当社グループの事業であるデジタルコンテンツ業界は、めまぐるしく技術革新

が起こり、環境が素早く変化する業界であります。こうした変化へ迅速に対応す

るため、当社では、適時、人員配置、組織体制の整備を行い、意思決定の機動性

確保を図っております。

⑩ 内部管理体制の強化

当社グループは、事業拡大に応じたグループ全体の内部管理体制の強化の重要

性を認識しております。これに対し当社グループは、管理部門人員の適切数確保

や基幹システムの充実による効率化推進に努めてまいります。

⑪ 個人情報管理の強化

当社グループは、個人情報保護が経営の重要課題であるとの認識のもと、情報

管理体制の整備強化に継続的に取り組んでおります。個人情報保護法や社会保

障・税番号制度等の法令の定めによる個人情報保護をはじめ、当社においては、

2007年に「プライバシーマーク(JISQ 15001：1999)」を取得して以降、２年に１
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度、プライバシーマークの認定を更新し続けております。

当社は、今後も個人情報の保護管理が全役職員の重要な責務であることを十分

に認識し、従業員教育体制を強化し、引き続き情報の適正な取り扱いと慎重な管

理に努めてまいりたいと考えております。

(5) 主要な事業内容（2022年８月31日現在）

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

デジタルコンテンツ

事 業

当社が、ISP (注１)、自社Webサイト、各移動体通信事業者、Apple 及び

Google 等のプラットフォーム向けに主にインターネット回線上で占いや主に

女性に向けた記事コンテンツを企画・制作・配信する、１対N向けの占いコン

テンツサービスを行っております。

One to One 事 業

当社及び連結子会社が、ユーザーと占い師等を電話やチャットで直接結び付け

る、双方向のやり取りを特徴とした１対１向けのサービスを行っております。

サービスの内容は「占い」と「非占い」の二つに分類されており、「占い」で

は電話による占いサービスや、LINE（注２）向けにお悩み鑑定を提供し、「非

占い」においては自社開発アプリケーションの企画制作・運営を行っておりま

す。

XR 事 業

当社が、自社独自開発のリアルタイム実写立体動画撮影技術「SUPERTRACK」を

活用した撮影サービス、コンテンツ制作の受託の他、他企業とのIP（注３）ア

ライアンス等を推進しております。

SNS 事 業

当社及び連結子会社が、当社が開発する多機能的なWebコミュニケーションの

ためのソーシャルプラットフォーム（中期にはMR（注４）技術の活用を含む。）

の運営及びサービス企画を行っております。当期中には自社によるSNSサービ

スのリリースを予定しております。

(注) １．ISP：Internet Service Provider 電気通信事業者

２．LINE：LINE株式会社の提供するソーシャル・ネットワーキング・サービスアプリケーション

３．IP：Intellectual Property 知的財産

４．MR：Mixed Reality 複合現実

(6) 主要な事業所（2022年８月31日現在）

① 当社

本 社 東京都港区赤坂四丁目２番６号

② 子会社

株 式 会 社
ギフトカムジャパン

東京都港区赤坂四丁目２番６号

株 式 会 社
ミ ッ ク ス ベ ー ス

東京都港区赤坂四丁目２番６号

株式会社X square 東京都港区赤坂四丁目２番６号

日本和心醫藥有限公司 香港九龍尖沙咀広東道17号海港城環球金融中心南座13A楼06室
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(7) 使用人の状況（2022年８月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分

使 用 人 数 （名）

第 24 期

(2021年８月期)

第 25 期

（当連結会計年度）

(2022年８月期)

デジタルコンテンツ事業 46 （4） 34 （3）

One to One 事 業 14 （0） 15 （1）

XR 事 業 5 （0） 1 （0）

SNS 事 業 4 （0） 8 （0）

そ の 他 2 （0） － （－)

共 通 17 (0) 12 （0）

合 計 88 （4） 70 （4）

（注) １．使用人数は就業員数（他社への出向社員を除く）であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に
年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当社は当連結会計年度よりセグメントを変更しております。第24期においては、新規事業
を「その他の事業」としておりましたが、当事業年度においては「その他の事業」はござ
いません。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

70名（4名） 18名減少（－） 34 歳 ６ 年

（注)１.使用人数は就業員数（他社への出向社員を除く）であります。
２.パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2022年８月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 513,798千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 369,198千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 327,746千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 181,100千円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 18,800千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（2022年８月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 45,200,000株

(2) 発行済株式の総数 11,300,000株

(3) 株主数 2,916名 （前期末比 84名減）

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 エ ヌ カ ル テ ッ ト 4,859,000 株 48.21 ％

長 沢 一 男 1,951,800 株 19.37 ％

長 沢 敦 子 188,000 株 1.87 ％

UBS AG LONDON ASIA EQUITIES 168,100 株 1.67 ％

楽 天 証 券 株 式 会 社 133,600 株 1.33 ％

長 沢 匡 哲 85,000 株 0.84 ％

株 式 会 社 SBI 証 券 66,000 株 0.65 ％

高 橋 芳 郎 65,000 株 0.64 ％

JP モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 52,600 株 0.52 ％

株 式 会 社 千 里 眼 47,600 株 0.47 ％

（注）１．当社は、自己株式を1,221,077株保有しておりますが上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等の状況
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 14 ―



４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2022年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 長 沢 一 男
株式会社ギフトカムジャパン 代表取締役
株式会社X square 取締役
日本和心醫藥有限公司 董事

取 締 役 長 沢 匡 哲 デジタルコンテンツ部 部長

取 締 役 酒 井 康 弘

One to One Marketing部 部長
経理部 部長
株式会社ギフトカムジャパン 取締役
株式会社デュアルタップ 社外取締役（監査等委員）

取 締 役 長谷川 かほり デジタルコンテンツ部 新規企画チーム 部長

取 締 役 長 沢 和 宙

経営企画部 部長
アライアンス統括部 部長
SNS部 部長
株式会社X square 代表取締役
日本和心醫藥有限公司 董事長

取 締 役 伊 藤 博 文
サイエンス映像学会 理事

ワイズフールピクチャーズ株式会社 代表取締役

取 締 役 宮 入 康 夫

常 勤 監 査 役 井 上 哲 男 日本大学法科大学院 客員教授

監 査 役 篠 原 尚 之 三菱重工業株式会社 社外取締役

監 査 役 小 野 好 信 小野好信税理士事務所 所長

（注）１．取締役伊藤博文氏及び取締役宮入康夫氏は、社外取締役であります。
２．取締役酒井康弘氏は、株式会社デュアルタップの社外取締役（監査等委員）を兼務してお

りますが、当社と当該会社との間には特別の関係はありません。
３．監査役井上哲男氏、監査役篠原尚之氏及び監査役小野好信氏は、社外監査役であります。
４．当社は、取締役伊藤博文氏、取締役宮入康夫氏、監査役井上哲男氏及び監査役小野好信氏

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．監査役井上哲男氏は、各地方裁判所及び東京高裁における裁判官としての豊かな知見及び

経験を有しております。
６．監査役篠原尚之氏は、財務官、国際通貨基金（IMF）の副専務理事等を務めた経験を持ち、

国内・外における財政・金融政策に関する豊かな知見を有しております。
７．監査役小野好信氏は、東京国税局査察部次長や麹町税務署署長を務めた経験を持ち、税理

士としての税務に関する高度な専門性と豊富な知見を有しております。
８．当事業年度末日後の取締役の担当及び重要な兼職の状況について、変更はございません。
９．当社は、取締役７名及び監査役３名、その他子会社役員並びに執行役員を被保険者に含む

役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保
険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償
請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることと
なり、被保険者のすべての保険料を当社が全額負担しております。 ただし、保険適用額に
上限が設定されている他、以下に記載する損害については、補償対象外とすることにより、
役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。
・法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する事由ついて発生し

た損害。
・被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たことに起因する事由について発生し

た損害。
・被保険者の犯罪行為に起因する事由について発生した損害。
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(2) 事業年度中に退任した監査役

氏名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

原 文一 2021年11月22日 任期満了
当社 社外監査役
原税務会計事務所 所長

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の額（千円） 内、社外役員（人数）

取 締 役 ７名 122,460 4,650 千円（２名）

監 査 役 ４名 11,050 11,050 千円（４名）

合 計 11名 133,510 15,700 千円（６名）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2005年11月25日開催の定時株主総会決議において年額300,000千円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。なお、当該決議に
係る取締役の員数は５名であります。

３．監査役の報酬限度額は、2004年11月26日開催の定時株主総会決議において年額30,000千円
以内と決議いただいております。なお、当該決議に係る監査役の員数は２名であります。

４．報酬等には、株式の市場価格や会社業績を示す指標として算定される業績連動報酬等及び
非金銭報酬等を採用しておりません。

５．取締役の個人別の報酬等の額については、代表取締役社長長沢一男氏が各取締役の役割、
責任範囲、貢献度合い及び業績等を総合的に勘案して決定しております。代表取締役社長
に一任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰的に見たうえで、各取締役の責任や役
割等の評価を行うのは代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。また、
委任された権限が適切に行使される為の措置として、代表取締役社長は、個別の役員報酬
額について、決定する前に社外取締役にその内容等の妥当性について説明するものとし、
これに対し社外取締役から意見がある場合は当該意見を勘案し、その内容を個別の役員報
酬額に反映するよう努めるものとしております。

６．監査役の報酬等の額には、期中に退任した監査役の報酬等が含まれております。なお、当
該監査役は社外監査役であります。

(4) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役伊藤博文氏は、サイエンス映像学会の理事及びワイズフールピクチャー

ズ株式会社の代表取締役を兼務しておりますが、当社と兼職先との間には特別

の関係はありません。

・監査役井上哲男氏は、日本大学法科大学院の客員教授を兼務しておりますが、

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役篠原尚之氏は、三菱重工業株式会社の社外取締役を兼務しております

が、当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役小野好信氏は、小野好信税理士事務所の所長を兼務しておりますが、当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況及び社外取締役が期待される役割に対して行

った職務の概要

地 位 氏 名
主な活動状況及び

社外取締役が期待される役割に対して行った職務の概要

取締役 伊 藤 博 文

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回全てに出席

し、事業の内容等を確認のうえ取引において留意すべき事項

を指摘するなど、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を

確保するための発言を行っております。

取締役 宮 入 康 夫

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回全てに出席

し、事業の内容等を確認のうえ取引において留意すべき事項

を指摘するなど、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を

確保するための発言を行っております。

監査役 井 上 哲 男

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回全てに出席

し、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するため

の発言を行っております。また、当事業年度に開催された監

査役会12回のうち12回全てに出席し、豊富な経験と高い知見

に基づき、適宜必要な発言を行っております。

監査役 篠 原 尚 之

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席し、

取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための発

言を行っております。また、当事業年度に開催された監査役

会12回のうち11回に出席し、豊富な経験と高い知見に基づき、

適宜必要な発言を行っております。

監査役 小 野 好 信

当事業年度において、監査役就任後に開催された取締役会10

回のうち９回に出席し、取締役会の意思決定の妥当性及び適

正性を確保するための発言を行っております。また、当事業

年度において、監査役就任後に開催された監査役会10回のう

ち８回に出席し、豊富な経験と高い知見に基づき、適宜必要

な発言を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外取締役及び各社外監査役ともに

同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の職務執行状況や監査計画の内容等を確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案内容に決定する

こととしております。監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

る項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任した理由を

報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低

責任限度額としております。
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６．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制に関する概要は以下の通りです。当社グル

ープは、これらの体制を適切に運用し、適時体制の見直しを行い、改善を図ること

の重要性を認識し、実行しております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

・取締役会は、取締役会規程の定めに従い、法令及び定款に定められた事項並

びに経営の基本方針等重要な業務に関する事項の決議を行うとともに、取締

役から業務執行状況の報告を受け、取締役の業務執行を監督しております。

・法令等の遵守を実現するためコンプライアンス規定を定め、法令遵守統括責

任者のもと、管理部門が統括部署としてコンプライアンスに関わる企画を立

案・実行し、グループ全社員に対するコンプライアンス意識の向上に向けた

取り組みを行っております。

・全てのグループ会社に適用される内部通報制度及び関連する規定等を整備し

ております。規定には、通報者に対する不利益な取り扱いを禁止するよう明

確に定めております。

(2) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会において、各取締役の業務分担を定め、責任と権限の所在を明確に

するとともに、業務分掌規程や職務権限に係る諸規程に基づき、効率的な職

務の執行を図っております。また、諸規定については、法令の改正その他必

要が生じた際に適時、その内容について見直しを行っております。

・取締役会において、事業の活動計画の達成状況及び各事業の効率性を把握す

べく月次決算との対比において進捗状況を管理する他、適時資産の状況につ

いて報告を行い、事業が効率的かつ効果的に行われているか分析及び議論

し、評価しております。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報として、取締役会議事録、稟議書、契約書、

会計関係、決算関係、税務関係書類その他の重要な文書（磁気データ等含

む）について、法令及び社内規程に従い、適切に保存及び管理を行い、閲覧

可能な状態を整えております。

・取締役会においては、その発言をはじめとする取締役の職務の執行に係る情

報を、議事の進行を録音することによって、音声としても保存及び管理して

おります。

― 19 ―



(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループへの損失発生防止と最小化を図ることを目的としたリスク管理

規程を定め、これに基づき、リスクとそれに対する対応について関係部署間

の連携や的確な対応ができる体制を構築しております。

・組織の中で生じると想定されるリスクに対して内部統制を有効に機能させる

べく、リスクコントロールマトリクスを定め、各事業責任者との協力のもと

事業の進捗に照らし合わせて適時リスクコントロールマトリクス等を更新

し、現場に即した運用を行っております。

・リスク管理規程及びリスクコントロールマトリクスの全般的な内容について

管理部門が確認し、当社グループ全体のリスクの把握とリスクマネジメント

体制の整備に努めております。

(5) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

・関係会社管理規程に基づく当社への各種報告や、全グループ会社に適用され

る内部通報制度の運用を通じて、各子会社の経営管理を行っております。

・子会社の管理機能は親会社管理部門が所管しており、内部統制の実効性を高

める施策を実施するとともに、年１回以上のコンプライアンスや個人情報保

護に関する研修を始め、必要に応じて各種セミナーを開催し、子会社の指導

及び支援を行っております。

・内部監査室は、定期的な監査を通じて関係会社のリスク情報の有無を監査

し、常勤監査役に報告を行います。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役から要請があった場合、速やかに監査役の職務の補助を行うための適

切な人員配置を行い、監査役の指示による職務遂行、調査権限を認めており

ます。

・補助使用人は、兼務可能ですが、当該監査役の指示による職務を遂行する場

合には、取締役からの指揮命令は受けません。

・当連結会計年度において、監査役からその職務を補助すべき使用人を置くこ

とについての要請は受けておりませんが、管理部門に窓口となる人員を設け

ており、適時資料の提出あるいは質疑等へ対応しております。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に

関する体制

・監査役は、取締役会をはじめとする重要な意思決定会議に参加し、取締役及

び使用人から重要事項の報告を受ける他、報告を求めることができます。

・取締役及び使用人は、当社の業務並びに業績に重大な影響を及ぼす恐れのあ

る事実を確認した場合には、速やかに監査役に報告しており、これに対し監

査役は、適時助言及び指摘を行っております。

・取締役又は使用人が、監査役に報告したことを理由とした不利益な処遇は一

切行わないものとしております。

・常勤監査役は、主に内部監査室との会議を通じて、通常時における会社内部

の状況に関する報告を受けあるいは質疑応答を行っております。

・常勤監査役は、内部監査室から受けた報告等について、監査役会に報告を行

い、必要な議論を行った後、内部監査室を通じてあるいは取締役会において

必要な事項について意見又は助言しております。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、会社の重要事項についての報告を受けるとともに、必要に応じて

取締役との会合を持ち、業務状況、会社が対処すべき課題、監査上の重要課

題、監査の環境整備等について意見を交換しております。

・監査役は取締役や社員に対して報告を求めることができる他、内部監査室や

会計監査人とも情報交換を行っており、種々の連携のもと、監査を有効に行

っております。

・常勤監査役は、原則月１回又は必要に応じて臨時で内部監査室と会議を行

い、内部監査室による監査の状況その他検討すべき事項について適時報告を

受け、これを他の監査役に共有し、監査における重点項目の検討等に活用し

ております。
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７．内部統制システムの運用状況の概要
当事業年度における、「６．業務の適正を確保するための体制」に記載される内

部統制システムの運用状況は以下の通りです。

(1) 取締役の職務執行

当社取締役会は、取締役７名（内２名は社外取締役）で構成されております。

・定例取締役会13回を開催し、新規事業への参入、子会社の解散（清算）、第

三者割当増資の引受等、会社法第362条に定める事項に準ずる重要事項等を

決議する他、各事業におけるシステム開発を含む事業の進捗を確認するほ

か、月次のキャッシュフローや資産の状況について、適時必要な助言や指摘

を行ってまいりました。

(2) 子会社の経営管理

・管理部門が、子会社における取締役会開催状況等について確認し、プロジェ

クトの進捗報告や月次報告を適切に行っていることを把握し、子会社が重要

な事項を決定する場合には、事前の協議を行いました。

・当事業年度においては、2020年８月期から2021年８月期にかけて行った事業

精査により、ゲームコンテンツ事業を撤退したことに伴い、子会社である株

式会社ブルークエストを解散し、清算しております。当該解散及び清算につ

いては、親会社である当社の取締役会及び同社の取締役会の協議と連携をも

って実行されております。

(3) 監査役会

当社監査役会は、監査役３名全員が社外監査役（内１名は常勤監査役）で構成

されております。

・監査役会を12回開催し、取締役会並びに株主総会等にて付議された重要事項

に関する協議・検討を行ってまいりました。また、特に新規事業における取

引内容や、既存事業の事業体制、統制状況について、適時執行部又は内部監

査室に報告を求め、当社グループの対処すべき課題や検討項目について助言

を行いました。

・毎月開催される取締役会に出席し、業績に大きな影響をもたらす重要な契約

をはじめ、取締役会における議案や報告の内容に対し、各会議がより充実し

たものとなるよう忌憚なく意見を述べ、M&A案件や新規借入金の妥当性を確

認する他、取締役会における議論の活性化を促す等、役員及び職員の職務の

適正等を監視いたしました。
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(4) 内部監査の実施

・内部監査室が、内部統制システムの有効性について年間の監査計画に基づき定

期監査を行い、法令等の遵守状況及び業務上のリスクの把握を行い、必要に応

じて各事業部に指摘を行うとともにその改善状況について監視を行いました。

今後の運用に関しましては、引き続きコンプライアンス面の強化を目的として、

コーポレート・ガバナンスコードへの適応をはじめ、各種制度の適切な運用を行

う他、継続的な取り組みの見直しと検証を行うことで、内部統制システムの実効

性を高め、社内外におけるリスクへの対策を強化するとともに、上場企業として

の企業の透明性をグループ全体で確保する所存です。

８．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2022年８月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部

流 動 資 産 2,716,395

現 金 及 び 預 金 2,384,111

売 掛 金 287,102

仕 掛 品 9,796

商 品 68

貯 蔵 品 326

そ の 他 35,728

貸 倒 引 当 金 △737

固 定 資 産 289,706

有 形 固 定 資 産 42,546

建 物 29,987

工具、器具及び備品 12,558

無 形 固 定 資 産 34,103

ソ フ ト ウ ェ ア 14,652

ソフトウェア仮勘定 18,859

そ の 他 591

投 資 そ の 他 の 資 産 213,055

投 資 有 価 証 券 20,086

繰 延 税 金 資 産 90,309

会 員 権 5,636

敷 金 及 び 保 証 金 93,001

そ の 他 4,256

貸 倒 引 当 金 △235

資 産 合 計 3,006,101

負 債 の 部

流 動 負 債 1,039,781

買 掛 金 57,203

１年内返済予定の長期借入金 799,748

未 払 費 用 43,649

未 払 法 人 税 等 11,722

未 払 消 費 税 等 18,317

そ の 他 109,139

固 定 負 債 610,894

長 期 借 入 金 610,894

負 債 合 計 1,650,675

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,356,352

資 本 金 451,459

資 本 剰 余 金 422,578

利 益 剰 余 金 996,518

自 己 株 式 △514,204

その他の包括利益累計額 △926

為 替 換 算 調 整 勘 定 △926

純 資 産 合 計 1,355,426

負 債 純 資 産 合 計 3,006,101
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連 結 損 益 計 算 書

（2021年９月１日から
2022年８月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,203,542

売 上 原 価 1,087,224

売 上 総 利 益 1,116,317

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 922,622

営 業 利 益 193,694

営 業 外 収 益

受 取 利 息 27

債 務 消 滅 益 1,683

そ の 他 107 1,818

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,688

そ の 他 1,042 13,730

経 常 利 益 181,782

特 別 損 失

減 損 損 失 31,192

関 係 会 社 清 算 損 1,460 32,653

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 149,129

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,382

法 人 税 等 調 整 額 △17,056 △4,673

当 期 純 利 益 153,803

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 153,803
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（2021年９月１日から
2022年８月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本

合 計

当 期 首 残 高 451,459 422,578 842,715 △514,204 1,202,549

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に

帰 属 す る

当 期 純 利 益

153,803 153,803

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 153,803 － 153,803

当 期 末 残 高 451,459 422,578 996,518 △514,204 1,356,352

その他の包括利益累計額

純資産合計為 替 換 算

調 整 勘 定

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

当 期 首 残 高 △1,576 △1,576 1,200,972

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に

帰 属 す る

当 期 純 利 益

153,803

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 650 650 650

当 期 変 動 額 合 計 650 650 154,453

当 期 末 残 高 △926 △926 1,355,426
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

・連結子会社の数 ４社

・連結子会社の名称 株式会社ギフトカムジャパン

株式会社ミックスベース

株式会社Ｘ ｓｑｕａｒｅ

日本和心醫藥有限公司

なお、株式会社ブルークエストは清算が結了したため当連結会計年度より連結範囲から除外して

おります。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、日本和心醫藥有限公司は３月31日であります。連結計算書類の作成に当た

って、連結決算日において連結計算書類の基礎となる計算書類を作成するために必要とされる決

算を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券 その他有価証券

市場価値のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産 商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法及

び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３～39年

工具、器具及び備品 ３～10年

ロ．無形固定資産 自社利用目的のソフトウエア

社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を

採用しております。
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③引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、過去の貸倒実績率を基に算定した予想損失率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。

なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年以内に取引対

価を受領しているため、重大な金融要素を含んでおりません。

①直接課金

デジタルコンテンツ事業の大半及びOne to One事業の大半において、主に当社のコンテンツ又

はサービスを、自社Webサイト、ISP、各移動体通信事業者及びプラットフォームを介して提供し

ております。顧客がコンテンツ又はサービスを購入した時点において、顧客に支配が移転すると

判断し、収益を認識しております。

②ポイント課金

One to One事業の一部において、サービスの利用をポイントによって行うポイント型課金を行

っております。ポイントは顧客の購入金額に応じて付与しております。付与したポイントについ

ては履行義務として識別し、ポイント付与時に負債を認識するとともに、ポイントが使用された

時点で収益を認識しております。

③広告収益

デジタルコンテンツ事業の一部及びOne to One事業の一部において、自社で運営するメディア

に顧客である広告配信業者等の広告を掲載する広告事業を行っております。顧客との契約に基づ

いて、掲載により履行義務が充足されるものは、掲載時点で顧客に支配が移転すると判断し収益

を認識しております。クリック課金型広告の場合はユーザーが広告をクリックした時点、成果報

酬型広告等の場合はユーザーが広告をクリックし顧客と合意した成果が得られた時点で収益を認

識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

(「収益認識に関する会計基準」等の適用)

「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており

ます。

この結果、当連結会計年度の損益及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。また、利益

剰余金の当期首残高への影響はありません。
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(「時価の算定に関する会計基準」等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。なお、

連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出してお

ります。会計上の見積りにより当連結会計年度の連結計算書類にその額を計上した項目のうち、翌

連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性が有る項目は以下のとおりです。

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 90,309千円

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社の繰延税金資産は90,309千円であり、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異に係る繰

延税金資産の総額249,802千円から評価性引当額159,492千円が控除されております。繰延税金資

産は将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識します。

また、当該繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の金額は、経営環境等の外

部要因に関する情報や内部情報を考慮して見積りを行っております。

将来の課税所得の金額は、経営環境の悪化等によって影響を受ける可能性があり、見積りの前

提に大きな変化が生じた場合は、翌連結会計年度に係る連結計算書類における繰延税金資産に重

要な影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 119,517千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 11,300,000株 －株 －株 11,300,000株

(2）自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 1,221,077株 －株 －株 1,221,077株

(3）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年11月25日開催予定の第25回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

（決議予定）
株式の

種 類

配当金の

総 額

(千円)

配当の

原 資

1株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年11月25日

定時株主総会
普通株式 45,355

利益剰

余 金
4.5 2022年8月31日 2022年11月28日
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６．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他

(注)
合計デジタル

コンテンツ

事業

One to One

事業

XR

事業

SNS

事業
計

顧客との契約から

生じる収益
1,378,161 812,016 24 8,961 2,199,164 4,378 2,203,542

外部顧客への売上

高
1,378,161 812,016 24 8,961 2,199,164 4,378 2,203,542

(注)その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゲーム事業、医療ツー

リズム事業及び越境eコマースなどの事業を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための情報

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(4)重要な収益及び費用

の計上基準」に記載の通りであります。

(3) 顧客との契約から生じた契約負債の残高等

① 顧客との契約から生じた契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

当連結会計年度期首
(2021年９月１日)

当連結会計年度末
(2022年８月31日)

契約負債 12,978 12,750

(注１) 契約負債は、顧客がポイントを購入した時点で加算し、ポイントが使用され時点で減少する

ものです。

(注２) 契約負債は連結貸借対照表上、流動負債の「その他」に含まれております。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末現在、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は12,750千

円であります。当社及び連結子会社は、当該残存履行義務について、ポイントが利用されるに

つれて今後１年から５年の間で収益を認識することを見込んでおります。

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資について銀行預金等の安全性の高い短期的な金融資産により運

用しており、必要に応じ主に銀行借入により資金調達を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当

社グループの与信管理規程に従い、取引先毎に期日管理及び残高管理を行っております。

長期借入金は、主に長期借入により手元資金の流動性を確保するための資金調達です。

営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日であり、恒常的に売掛金残高の範囲内にあ

り、流動性リスクは回避しております。
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③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2022年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（（注１）をご参照くださ

い。）。また、「現金及び預金」、「売掛金」及び「買掛金」については、現金であること、及び短

期間で決済されているため時価が帳簿価額に近似することから記載を省略しております。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

長期借入金

(1年内返済予定を含む)
1,410,642 1,410,661 19

負債計 1,410,642 1,410,661 19

（注１）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下の通りであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 20,086

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 2,384,111 － － －

売掛金 287,102 － － －

合計 2,671,214 － － －

（注３）長期借入金の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 799,748 454,404 156,490 － － －

合計 799,748 454,404 156,490 － － －

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定し

た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

(1年内返済予定を含む)

－ 1,410,661 － 1,410,661

負債計 － 1,410,661 － 1,410,661

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加

味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 134円48銭

(2) １株当たり当期純利益 15円26銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2022年８月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部

流 動 資 産 2,542,555

現 金 及 び 預 金 2,211,891

売 掛 金 283,794

仕 掛 品 9,796

貯 蔵 品 326

前 払 費 用 34,187

立 替 金 615

未 収 入 金 1,672

そ の 他 981

貸 倒 引 当 金 △709

固 定 資 産 407,438

有 形 固 定 資 産 42,546

建 物 29,987

工具、器具及び備品 12,558

無 形 固 定 資 産 31,795

ソ フ ト ウ エ ア 12,344

ソフトウェア仮勘定 18,859

そ の 他 591

投 資 そ の 他 の 資 産 333,096

投 資 有 価 証 券 20,086

関 係 会 社 株 式 90,140

関係会社長期貸付金 30,000

繰 延 税 金 資 産 90,309

会 員 権 5,636

敷 金 及 び 保 証 金 93,001

そ の 他 4,156

貸 倒 引 当 金 △235

資 産 合 計 2,949,994

負 債 の 部

流 動 負 債 1,031,497

買 掛 金 56,725

１ 年 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金
799,748

未 払 金 83,222

未 払 費 用 43,001

未 払 法 人 税 等 11,182

未 払 消 費 税 等 17,473

そ の 他 20,143

固 定 負 債 610,894

長 期 借 入 金 610,894

負 債 合 計 1,642,391

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,307,602

資 本 金 451,459

資 本 剰 余 金 434,151

資 本 準 備 金 348,454

そ の 他 資 本 剰 余 金 85,697

利 益 剰 余 金 936,195

そ の 他 利 益 剰 余 金 936,195

繰 越 利 益 剰 余 金 936,195

自 己 株 式 △514,204

純 資 産 合 計 1,307,602

負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,949,994
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損 益 計 算 書

（2021年９月１日から
2022年８月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,137,408

売 上 原 価 1,047,626

売 上 総 利 益 1,089,781

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 911,811

営 業 利 益 177,970

営 業 外 収 益

業 務 受 託 料 収 入 8,310

受 取 利 息 321

そ の 他 49 8,682

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,688

そ の 他 1 12,690

経 常 利 益 173,962

特 別 損 失

減 損 損 失 31,192

関 係 会 社 株 式 評 価 損 6,586

関 係 会 社 清 算 損 3,255 41,034

税 引 前 当 期 純 利 益 132,928

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,797

法 人 税 等 調 整 額 △17,056 △5,258

当 期 純 利 益 138,186
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株主資本等変動計算書

（2021年９月１日から
2022年８月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本

準 備 金

そ の 他

資 本

剰 余 金

資 本

剰 余 金

合 計

そ の 他

利 益

剰 余 金

利 益

剰 余 金

合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 451,459 348,454 85,697 434,151 798,008 798,008

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 138,186 138,186

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 138,186 138,186

当 期 末 残 高 451,459 348,454 85,697 434,151 936,195 936,195

株 主 資 本
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △514,204 1,169,415 1,169,415

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 138,186 138,186

当 期 変 動 額 合 計 － 138,186 138,186

当 期 末 残 高 △514,204 1,307,602 1,307,602
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価値のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産 仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法及

び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３～39年

工具、器具及び備品 ３～８年

② 無形固定資産 自社利用目的のソフトウェア

社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を

採用しております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、過去の貸倒実績率を基に算定した予想損失率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年以内に取引対

価を受領しているため、重大な金融要素を含んでおりません。

①直接課金

デジタルコンテンツ事業の大半及びOne to One事業の大半において、主に当社のコンテン

ツ又はサービスを、自社Webサイト、ISP、各移動体通信事業者及びプラットフォームを介し

て提供しております。顧客がコンテンツ又はサービスを購入した時点において、顧客に支配

が移転すると判断し、収益を認識しております。
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②ポイント課金

One to One事業の一部において、サービスの利用をポイントによって行うポイント型課金

を行っております。ポイントは顧客の購入金額に応じて付与しております。付与したポイン

トについては履行義務として識別し、ポイント付与時に負債を認識するとともに、ポイント

が使用された時点で収益を認識しております。

③広告収益

デジタルコンテンツ事業の一部及びOne to One事業の一部において、自社で運営するメデ

ィアに顧客である広告配信業者等の広告を掲載する広告事業を行っております。顧客との契

約に基づいて、掲載により履行義務が充足されるものは、掲載時点で顧客に支配が移転する

と判断し収益を認識しております。クリック課金型広告の場合はユーザーが広告をクリック

した時点、成果報酬型広告等の場合はユーザーが広告をクリックし顧客と合意した成果が得

られた時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

(「収益認識に関する会計基準」等の適用)

「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま

す。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の損益及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。また、利益剰余

金の当期首残高への影響はありません。

(「時価の算定に関する会計基準」等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時

価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。なお、計算書

類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性に関する判断

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 90,309千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社の繰延税金資産は90,309千円であり、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異に係る繰

延税金資産の総額193,311千円から評価性引当額103,001千円が控除されております。繰延税金資

産は将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識します。

また、当該繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の金額は、経営環境等の外

部要因に関する情報や内部情報を考慮して見積りを行っております。

将来の課税所得の金額は、経営環境の悪化等によって影響を受ける可能性があり、見積りの前

提に大きな変化が生じた場合は、翌事業年度に係る計算書類における繰延税金資産に重要な影響

を及ぼす可能性があります。
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４．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、重要な会計方針に係る事項

に関する注記「(4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 2,238千円

短期金銭債務 1,107千円

長期金銭債権 30,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 119,517千円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引の取引高 1,200千円

営業取引以外の取引高 8,610千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類および数

普通株式 1,221,077株
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８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

未払事業税 1,812千円

貸倒引当金超過額 9,159千円

減価償却超過額 26,543千円

事業所税 242千円

事業整理損 436千円

減損損失 16,522千円

ゴルフ会員権評価損 1,192千円

関係会社株式評価損 81,435千円

繰越欠損金 55,229千円

その他 735千円

繰延税金資産小計 193,311千円

評価性引当額 △103,001千円

繰延税金資産合計 90,309千円

繰延税金資産純額 90,309千円

９. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種
類

会 社

等 の

名称

所在地

資本金

又は出

資金

（千円）

事業の

内容又

は職業

議決権等

の 所 有

（被所有）

割 合

（％）

関 連

当 事

者 と

の 関

係

取 引

の 内

容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子

会

社

㈱ Ｘ
ｓｑｕ
ａｒｅ
(旧:㈱
メディ
トラ)

東京都
港区

35,000

コンピュ
ータソフ
トの制作
及 び 販
売、通信
事業者の
代理店業
務他

(所有)

直接

100.0

役員の兼任

利息の
受取

(注)
299

その他

流動資

産

25

長期貸

付金 30,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方法

貸付金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 129円74銭

(2) １株当たり当期純利益 13円71銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年10月19日

株式会社メディア工房

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上 喬

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 慶 典

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メディア工房の2021年９月１日か

ら2022年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社メディア工房及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独

立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能

性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込

まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内

容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ

適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年10月19日

株式会社メディア工房

取締役会 御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上 喬

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 慶 典

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メディア工房の2021年９月

１日から2022年８月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について

監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候

があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す

ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、

並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年９月１日から2022年８月31日までの第25期事業年度における取締役の職務の
執行に関して、各監査役から監査の方法及び監査結果の報告を受け、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等との意思疎通及び情報の交換を図るとと
もに、子会社の事業の報告を受け、その業務及び財産の状況について意見を表明しました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について適時報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する取締役の職務の執行状況についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年10月19日

株式会社メディア工房 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 井 上 哲 男㊞

監査役（社外監査役） 篠 原 尚 之㊞
監査役（社外監査役） 小 野 好 信㊞

以上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつと考え、内部留保

の充実及び事業投資並びに各期の経営成績等を総合的に考慮したうえで、配当性向25

％～35％を指標として配当を行うことを基本方針としております。

当連結会計年度におきましては、親会社株主に帰属する当期純利益１億53百万円を

計上することから、2015年８月期以来、７期ぶりとなる復配を決定し、当連結会計年

度の業績の他、財政状態、2023年８月期における事業計画等を勘案のうえ、１株当た

り配当金を4.50円とさせていただきたく、お願いするものであります。なお、この場

合の配当性向は29.5％となります。

１．配当財産の種類

金銭といたしたく存じます。

２．株主に対する剰余金の配当に関する事項及びその総額

１株につき金4.50円といたしたく存じます。この場合の配当総額は45,355,154円

です。

３．効力発生日

2022年11月28日といたしたく存じます。

第２号議案 定款の一部変更の件

１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 70 号）附則第１条ただし書きに

規定する改正規定が2022 年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入

されたことに伴い、次のとおり変更することについて、お願いするものであります。

（１）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に

定めることが義務付けられたことから、変更案第15条（電子提供措置等）第１

項を新設するものであります。
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（２）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、

書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定

める範囲に限定することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措

置等）第２項を新設するものであります。

（３）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参

考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これ

を削除するものであります。

（４）上記の新設及び削除に伴う経過措置等に関する附則を設けるものであります。

なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりです。変更部分は下線を引いております。

現行定款 変更案

第１条～第14条 （ 条文省略 ） 第１条～第14条 （ 現行どおり ）

第15条 （株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主
総会参考書類、事業報告、計算書類及び
連結計算書類に記載又は表示すべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する方法で
開示することにより、株主（実質株主を
含む。以下同じ。）に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削除）

現行定款 変更案

（新設）

第15条 （電子提供措置等）
１ 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情
報について、電子提供措置をとるも
のとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項
のうち法務省令で定めるものの全部
又は一部について、議決権の基準日
までに書面交付請求した株主に対し
て交付する書面に記載しないことが
できる。
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現行定款 変更案

第16条～第41条 （ 条文省略 ） 第16条～第41条 （ 現行どおり ）

（新設）

（附則）
第１条
１ 会社法の一部を改正する法律（令和

元年法律第 70 号）附則第１条ただ
し書きに規定する改正規定の施行の
日（以下「施行日」という）から６
か月以内の日を株主総会の日とする
株主総会については、現行定款第 15
条はなお効力を有する。

２ 本附則は、施行日から６か月を経過
した日又は前項の株主総会の日から
３か月を経過した日のいずれか遅い
日後にこれを削除する。

第３号議案 会計監査人選任の件

当社の現会計監査人である有限責任あずさ監査法人は、本定時株主総会の終結の時

をもって任期満了により退任となりますため、監査役会の決定に基づき、太陽有限責

任監査法人を新たな会計監査人に選任することについて、お願いするものであります。

なお、監査役会が同監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、監査実績等が当

社の事業規模に適していること、また、会計監査人に必要とされる専門性、独立性、

品質管理体制及び監査体制等を総合的に勘案した結果、適任と判断したためでありま

す。

また、現任の会計監査人である有限責任あずさ監査法人においては、当社との監査

継続年数が長期にわたっておりますため、会計監査人を新たにすることにより、会計

監査人の独立性を更に十分に確保するとともに新たな視点での監査を期待しておりま

す。

会計監査人候補者は次のとおりです。
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（2022年９月30日時点）

名 称 太陽有限責任監査法人

事 務 所 主たる事務所 東京都港区元赤坂一丁目２番７号 赤坂Kタワー

その他の事務所 大阪事務所 他 ７事務所

沿 革 1971 年 ９ 月 太陽監査法人 設立

1994 年 10 月 グラントソンインターナショナル加盟

2006 年 １ 月 ASG監査法人と合併し、太陽ASG監査法人となる

2008 年 ７ 月
有限責任組織形態への移行に伴い、太陽ASG有限責
任監査法人となる

2012 年 ７ 月 永昌監査法人と合併

2013 年 10 月 霞が関監査法人と合併

2014 年 10 月 太陽有限責任監査法人に名称変更

2018 年 ７ 月 優成監査法人と合併

概 要 構 成 人 員 代表社員・社員 89名

特定社員 ４名

公認会計士 298名

公認会計士試験合格者等 234名

その他専門職 185名

事務員 95名

契約職員 204名

被監査会社数 1,078社

（注）太陽有限責任監査法人が原案通り選任された場合、当社と同監査法人は会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額とする予定であります。

以上
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〈メ モ 欄〉
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至
渋
谷

至
渋
谷

ベルビー赤坂ベルビー赤坂 赤坂エクセルホテル東急赤坂エクセルホテル東急

三菱UFJ銀行三菱UFJ銀行

山王パークタワー山王パークタワー

TBS放送センターTBS放送センター

一
ツ
木
通
り 外

堀
通
り

日枝神社日枝神社

キャピトル
東急ホテル

赤坂見附駅10出口

赤坂駅１出口

赤坂駅２出口

溜池山王駅10出口

山王健保会館

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都港区赤坂二丁目５番６号

山王健保会館 ２階 会議室

交通 地下鉄銀座線・南北線 「溜池山王駅」下車 徒歩３分

地下鉄千代田線 「赤 坂 駅」下車 徒歩５分

地下鉄銀座線・丸ノ内線「赤坂見附駅」下車 徒歩７分


